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 一方、日本では、2012 年 11 月 16 日、衆議院が解散され、12 月 16 日、総選挙が行われた。
その結果は、自民党が圧勝、連立を組んだ公明党と合わせて、衆議院で三分の二以上の 325 議














 オバマとバイデンは、一般投票では 6.589 万 9.660 票（51.0％）を、大統領選挙人では 332
人を獲得した。これに対して、ロムニーとライアンは、一般投票では 6.093 万 2.152 票（47.2％）
を、大統領選挙人では 206 人を獲得した。一方、連邦議会選挙では、上院（33 議席改選）の
－ 15 － 
新しい配置は民主党が 55 議席、共和党が 45 議席に、また下院（435 議席改選）では民主党が
201 議席、共和党が 234 議席となり、いわゆる議会の「ねじれ状態」が継続されることになっ
た。州知事選でも、共和党は民主党を三対二の割合で抑えた。なお、投票率の方は、57.5％に
留まった。 

















た（“President Obama’s Success”, The New York Times, Nov.7, A26、藤本一美「2012 年米大
統領選の結果と課題」『公明新聞』、2012 年 11 月 10 日）。 
 2012 年の大統領選挙において、オバマが“苦戦”した最大の原因は、いうまでもなく経済の
低迷にあった。失業率は 8％を超え、財政赤字の累積は約 16 兆ドルに達した。しかしながら、

















州で異なる。1 月から 3 月まで、序盤の予備選では比例方式を採用、4 月以降は勝者総取り方
式が解禁された。このため、各候補者の獲得代議員数で差がつかず、選挙戦は混乱・長期化し
た（細野豊樹「アメリカ大統領選挙ＵＰＤＡＴＥ２：共和党大統領予備選挙・党員集会のルー
ル変更の影響」『東京財団、現代アメリカレポート』2012 年 11 月 12 日、http://www.tkfd.or.jp/ 
research/project/news.php?id=851）。以下では、予備選の経緯を紹介する。 
年明け早々の 1 月 3 日、アイオワ州で党員集会が開催され、それは全米の注目を集める。同
州は代議員数こそ少ないものの、選挙動向全体に与える影響は大きく、各候補は全精力を注ぎ
込む。3 月 6 日には「スーパーチューズデー」と呼ばれる選挙が 10 州で一斉に行われ、それは
予備選の行方を左右する、といわれる。前回の 2008 年の予備選挙では 20 州による大規模な選









を支持、一方、大富豪のドナルド J・トランプ（Donald J Trump）がロムニー支持を表明す
るなど、序盤はロムニーとギングリッチの 2 人を中心に選挙戦が展開された。 
世論調査では、「ギングリッチ優位」と報じられた。しかし、フロリダおよびネバダ両州をロ
ムニーが制するや、流れが変わった。だが、2 月 7 日のコロラド、ミネソタ、およびミズーリ
の 3 州ではすべてサントラムが勝利し衝撃が走った。これは、ロムニーに対する共和党内部の





注目の 3 月 6 日の「スーパーチューズデー」では、10 州で予備選・党員集会が一斉に行われ、
結果はロムニー6 勝、サントラム 3 勝、そしてギングリッチ 1 勝で、10 州の代議員 419 人中ロ




3 月 10 日、4 州の党員集会では、保守地盤のカンザス州でサントラムが圧勝、一方、グアム、
北マリアナ諸島、ヴァージン諸島 3 区をロムニーが制覇、結局、代議員数で差はつかなかった。
3 月 13 日、アラバマとミシシッピの南部 2 州では、サントラム、ギングリッチ、ロムニーが得
票率 30%前後で争う接戦となり、サントラムが僅差で 2 州を制した。だが、同日のハワイ州と
サモアではロムニーが勝利、この時点でも代議員数の差はつかなかった。だが 3 月 18 日、ロ
ムニーは、プエルトリコの党員集会で得票率 80%を超えて圧勝、獲得代議員数を 500 人に乗せ
た。 




4 月 3 日、メリーランド州、ウィスコンシン州、およびワシントン DC の 3 州でロムニーが








が選挙に悪影響を及ぼすと考え、スーパーPAC が展開する CM 中傷合戦に批判的態度を示して
いる（Super PAC, Having Negative Impact, Say Voters Aware of Citizens United Ruling, 
－ 18 － 









 ＜全国党大会＞。共和党の正副大統領候補を決める全国党大会が 8 月 27 日から 30 日まで 4
日間、フロリダ州タンパ市で開催、大統領候補にロムニー前マサチューセッツ州知事、副大統
領候補にポール・ライアン下院議員を指名した。党大会で採択された共和党の綱領は「我々は
アメリカを信じる」（We Believe in America）と題し、政策分野別に構成されていた。以下に、
共和党が何をめざしているのかを知るため党綱領の内容を詳しく紹介する。 
 

















－ 19 － 
付与する。TPP 交渉を完了させる。 
憲法に基づく統治の再建 







































統領選挙の政党綱領」『外国の立法』、2012 年 10 月号）。 
 









日新聞』、2012 年 9 月 1 日）。 
 ②民主党 
＜予備選挙＞。民主党の予備選挙は、オバマ大統領が再選を目指して出馬声明し、共和党と












































































－ 23 － 
なお今回、民主党の綱領で問題となったのは、2008 年の綱領で明記されていた「エレサレム



























大統領選討論会－オバマ氏精彩を欠く」『読売新聞』、2012 年 10 月 5 日）。 
 2012 年 10 月 3 日、コロラド州デンバーで第一回目の討論会がニュースキャスターのジム・
レーラー（Jim Lehrer）の司会で行なわれ、結果はロムニーが優勢といわれた。討論会ではオ
バマに覇気がなく、顔も内向き加減で、聴衆に対して指導者としての不安な印象を与えた。ロ





出た（「ロムニー氏に勢い TV 討論効果 一部で逆転」『毎日新聞』、2012 年 10 月 10 日）。 
 10 月 11 日、今度は副大統領候補によるテレビ討論会が、ケッタキー州のダンビルで行なわ
れた。民主党のバイデン（69 歳）はオバマの支持率低下を食い止めようと、ライアン（42 歳）
を相手に攻勢にでた。討論は外交や社会保障が主たるテーマで、『CNN』テレビの世論調査で
は、ライアン勝利 48％、バイデン勝利 44％となり、「引き分け」に近い結果となった。 
















月 5 日）。 
 ②本選挙の分析 
 既に述べたように、11 月 6 日に行なわれた大統領選挙では、オバマは大統領選挙人 332 人、
ロムニーは 206 人を獲得し、大差がついた。しかし、一般投票ではオバマが 6.589 万 2.518 票
で得票率は 51.0％。一方、ロムニーが 6.092 万 7.031 票で得票率は 47.2％であった。確かに、
「勝者独占方式」を採る大統領選挙人の数だけを見ると、オバマが大勝利したとの印象を受け
る。だが、一般投票での数を見れば、両者は、496 万 5.489 票と 3.8％の差にすぎず、実際に
－ 25 － 
は薄氷の勝利だった（「オバマ氏、薄氷の勝利」『日本経済新聞』、2012 年 11 月 8 日）。 
次に、主要メディアが実施した「出口調査」結果に従って、今回の大統領選の特徴を分析し
てみる。図表①「大統領選出口調査」によれば、黒人は 93％と圧倒的多数がオバマ再選を支持、
ヒスパニックスは 71％、アジア系は 73％といずれも 7 割超がオバマに投票した。一方、オバ
マへの白人支持は 39％で前回を４ポイント下回り、ロムニーの 59％に大差をつけられた。 
 女性の 55％はオバマに投票、ロムニーの 44％を 10 ポイント以上引き離した。しかし、男性
ではオバマ支持は 45％、一方、ロムニー支持は 52％で、ロムニーが 7 ポイント押さえた。 
  
図表① 大統領選「出口調査」の主な内容（数字は％、カッコ内は調査対象者の内訳） 
  オバマ ロムニー 
性別 男性（47） 45 52 
 女性（53） 55 44 
人種 白人（72） 39 59 
 黒人（13） 93 6 
 ヒスパニックス（10） 71 27 
 アジア系（3） 73 26 
 その他（2） 58 38 
年齢 18～29 歳（19） 60 37 
 30~44 歳（27） 52 45 
 45~64 歳（38） 47 51 
 65 歳以上（16） 44 56 
年収 5 万ドル未満（41） 60 37 
 5 万～10 万ドル未満（31） 46 52 
 10 万ドル以上（28） 44 54 
学歴 大卒以上（47） 50 48 
 大卒未満（53） 51 47 
信仰 プロテスタント（29） 37 62 
 カトリック（25） 50 48 
 モルモン教（2） 21 78 
 その他のキリスト教（23） 50 49 
 ユダヤ教（12） 70 26 
最重要の政策 経済（59） 47 51 
課題 医療保険制度（18） 75 24 
 財政赤字（15） 32 66 
 外交（5） 56 33 
出典：「低所得層 支持強く 出口調査」『毎日新聞』、2012 年 11 月 8 日。 
 
－ 26 － 
 年代別では、10～20 代の 60％、30 歳～44 歳の 52％がオバマを支持し、ロムニーを抑えた。
だが、ロムニーは 45 歳～64 歳では 51％、65 歳以上では 56％と過半数の支持を獲得、年齢が
上がるにつれロムニー支持が高まっている。 
 年収別では、オバマは 5 万ドル（約 400 万）未満の低所得層では 60％と多くの支持を得た。
だが、中間層の 5 万～10 万未満では 46％と過半数を下回った、一方、中間層では 52％、10
万ドル以上の富裕層では 54％の有権者がロムニ－を支持した。 
 「米国の最重要課題」の設問では、経済との回答が 59％、その中でオバマに投票したのは
47％、ロムニーは 51％と拮抗した。また医療保険制度を挙げた有権者は 18％、その 75％がオ
バマに投票した。一方、財政赤字と回答した有権者は 15％で、66％がロムニーに投じた。 
 以上の点を要約すれば、オバマ大統領は 2008 年の選挙に続いて、女性や若者、低所得層、
非白人から強く支持されたことが再選に結びついた。ただし、オバマが重視する中間層からは
前回ほどの支持は得られず、しかも白人や男性の支持者がロムニーを大きく下回り、苦戦ぶり
が浮き彫りになった（op,cite., “President Obama’s Success”,「女性 若者 再び託す」『毎日







州名（選挙人数） オバマ ロムニー 
フロリダ（29） 50％ 49.1％ 
ペンシルベニア（20） 52 47 
オハイオ（18） 50 48 
ミシガン（16） 54 46 
ノースカロライナ（15） 48 51 
バージニア（13） 51 48 
ウイシコンシン（10） 53 46 
コロラド（9） 51 47 
アイオワ（6） 52 46 
ネバタ（52） 52 46 
ニューハンプシャー（4） 52 47 
出典：米ＡＢＣテレビ、『日本経済新聞』、2012 年 11 月 8 日から再引用。 
 
 









の州でのオバマ勝利に繋がった。ちなみに、オハイオ州の失業率は 7.0％（2012 年 9 月）で、
全米平均の 7.9%（10 月）に比べて 1 ポイント近く下回っていた。雇用が最大の争点だった今
回、オハイオ州の状況が全米平均より改善したことがオバマにプラスに作用したのは否めない







にが起きたのか？」『東京財団、現代アメリカレポート』、2012 年 11 月 27 日、http://www.tkfd. 
or.jp/research/project/news.php?id=851）。 
 2012 年の大統領・議会選･知事選挙で、各候補者が集めた政治資金は総額で 60 億ドル（約
4.800 億円）に達し、過去最高額を大幅に上回り「史上最もカネのかかる選挙」となった。オ
バマ陣営が集めた政治資金は 11.3 億ドル、大富豪や金融界から献金を集めたロムニー陣営の
12.3 億ドルとほぼ互角の額で、総計 24 億ドルに達した（吉崎竜彦「2012 年米大統領選結果を
読む」『溜池通信』Vol.506［Nov.16,2012］、3 頁）。オバマ陣営の資金は、ロムニーに的を絞っ
た広告戦略に注がれ、実際、4 月から 10 月にかけて広告の放送回数は、オバマ陣営と支持団体
が 56 万回で、ロムニー側よりも 5 万回多かった。その多くは、ロムニーが実業家として大量
解雇をした上に、彼は十分な税金を納入していない、という内容に終始した。それはロムニー
の負のイメージを有権者に植えつけるのに十分役立った、といえる（「熱狂なき第 2 幕―オバ
マ米大統領再選」『朝日新聞』、2012 年 11 月 8 日）。 
 オハイオ州でオバマ陣営がうった広告は 10 万 674 件、一方、ロムニー陣営は 4 万 1.162 件。
オバマ陣営はこれに 1 億ドル以上を投じ、ロムニーを企業乗っ取り屋、米自動車業界救済に反
－ 28 － 
対した冷血な人物として攻撃する TV 広告をオハイオやバージニアなど接戦州で流した（池本、
前掲論文）。 















きな災害には大きな政府が必要」との社説（30 日付け）を掲載、ロムニーの FEMA 発言を批
判した。また、『USA トゥデー』紙も「サンディは、ロムニーの FEMA 論が誤っていることを
示した」とのコラムを掲載するなど、ロムニーにとって、ハリケーン・サンディが一種の“逆
風”となったのは否めない。どの候補者に投票するか迷っていた無党派層がオバマ支持にまわっ
たと見られる（“Election 2012 How He Did it”、Time、Nov.19. 2012、pp.42-43、拙著『現代
米国政治分析―オバマ政権の課題』［学文社、2013 年］、73 頁）。 





年 1 月 22 日号、85～86 頁）。 
 
 ４、おわりに―課題と展望 
 『タイム』誌は 2012 年の米大統領選挙の結果を評して、今回「米国人は、いずれの政党へ




























 第 181 回臨時国会が開催中の 2012 年 11 月 14 日、野田佳彦首相は、衆議院における自民党
安倍晋三代表との党首討論の席上で、赤字国債発行を可能にする「公債特例法案」、ゼロ増五減
の衆議院の「選挙制度改革法案」、および「社会保障制度改革国民会議の設置法案」を成立させ
るという条件を確約すれば、11 月 16 日に衆議院を解散してもよいと突然宣告、実際、11 月
16 日に衆議院は解散された。そして閣議で、12 月 5 日公示、12 月 16 日の衆議院総選挙が決























12 月 16 日、衆議院総選挙が行われた。開票の結果、定数 480 議席中、自民党が 294 議席、
民主党が 57 議席、日本維新の会が 54 議席、公明党が 31 議席、みんなの党が 18 議席、日本未
来の党が 9 議席、日本共産党が 8 議席、社民党が 2 議席、新党大地が 1 議席、国民新党が 1 議
席、および無所属が 5 議席を獲得した。次いで 12 月 26 日、特別国会が召集され、その冒頭、
野田内閣は総辞職、新たに自民党と公明党の連立内閣が誕生、自民党新総裁の安倍晋三が内閣
総理大臣＝首相に就任、第二次安倍内閣が発足した。安倍首相は 2007 年 9 月以来、5 年 3 ヶ
月ぶりの再登板となった。なお、辞任した首相の再登板は、1948 年の吉田茂以来 64 年ぶりの
ことで、戦後では 2 人目である。 
 第二部では、最初に、民主党政権の三年間を総括するため、鳩山由紀夫、菅直人、および野
田佳彦三代首相の政権運営を概観し、自民党の安倍新総裁に言及、その上で、今回の「近いう





2009 年 9 月 16 日に民主党政権が発足してから、3 年以上が過経した。この間、民主党は、
国民の大きな期待の中で、様々な改革に挑戦してきた。しかし民主党は、実際には、さしたる
成果を上げ得ないままに、鳩山由紀夫首相から菅直人首相へと内閣を交代させて、政権の座を
維持してきた。そして、2011 年 3 月 11 日、東日本地方で大地震が発生、地震・津波による大
破壊と原子力発電所の事故に見舞われた。その後、菅首相は、東日本大震災と原発事故対策に
一応の区切りがつけた上で総辞職、8 月 29 日、民主党は野田佳彦を代表に選出、新たに野田内
閣を発足させた。 
2009 年 7 月 21 日、自民党の麻生太郎首相は衆議院の解散を断行、8 月 30 日に第 45 回衆院
総選挙が実施された。選挙結果は、民主党が 308 議席（解散時 115 議席）を獲得して歴史的勝
利を収めた一方、自民党は 119 議席（解散時 300 議席）と惨敗した。そのため麻生首相は、総
選挙での敗退責任を取って自民党総裁を辞任した。この選挙では、連立与党の公明党も 21 議
席にとどまり、両党合わせても 140 議席にすぎず、政権は、民主党、社民党、および国民新党
から構成される連立内閣に委ねられた。次いで、9 月 16 日に召集された特別国会では、民主党
の鳩山由紀夫を首班とする新しい政権が発足した。 


















な失態を演じた（藤本一美編『民主党政権論』［学文社、2012 年］、1~2 頁）。 
 ②菅内閣 




衆院議員として当選 10 回を経て、ついに首相の座を射止めたのだ。 




















2011 年 3 月 11 日、「東日本大震災」が発生、菅直人首相は震災および原発事故対策に区切
りをつけたところで退陣を表明した。これを受けて、2011 年 8 月 29 日、民主党代表選が行な







破綻、また、3 月 11 日に発生した東日本大震災への対応も不十分で、政権予党として「統治（ガ
バナソティ）」能力が鋭く問われた。菅首相は、鳩山首相と同様にひきずり落とされる形で退陣













 2012 年 9 月 26 日、自民党は総裁選を実施、安倍晋三元首相が石波茂前政調会長を決戦投票









 安倍は 06 年、52 歳の若さで首相に就任、「戦後レジームからの脱却」を掲げ、憲法改正を目
－ 34 － 
指した。任期中、憲法改正手続きを定めた国民投票法や改正教育基本法を成立させた。だが、
参議院選の敗北、持病の潰瘍性大腸炎が悪化し辞任を余儀なくされた。安倍を支えたのは、「無
念を晴らしたい」との一念で、首相辞任から 5 年余、政権放棄が 09 年の野党転落に繋がり、
それを自覚した上での再挑戦だった。 
 安倍は現在 58 歳、成蹊大学卒業後、会社勤務を経て外務大臣だった父晋太郎の後をついで













内閣は 482 日で終了した。以下では、衆院解散―総選挙と野田退陣の経緯を述べる。 
野田首相は、2012 年 1 月 24 日に召集した第 180 回通常国会で「（消費税増税を含めた）“社
会保障と税の一体改革”の実現」を内閣の重要政策課題に掲げ、二度にわたる内閣改造を断行、
そして 6 月 26 日、衆院本会議で民主党、自民党、および公明党 3 党の賛成により消費税増税
の可決にこぎつけた、しかし、これに反対する“小沢グループ”が党から離反、新党「国民の
生活が第一」を結成した。「国民の生活が第一」は、消費税増税に反対する共産党、社民党、み
んなの党、新党きづな、新党日本など、他の野党と共闘を組み、8 月 7 日、衆議院に内閣不信
任決議案を、また参議院に内閣問責決議案を提出して、抵抗を試みた（『日本経済新聞』、2012
年 8 月 8 日）。 
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広まった（『産経新聞』、2012 年 8 月 8 日、http://sankei.jp.msn.com/politics/news/120808/ 
stt12080821150021-n1.htm）。 
しかしながら野田首相は、8 月 9 日、自民･公明の協力により、内閣不信任決議案を否決し、
また 8 月 10 日、消費税増税法案が成立した後も全く解散する動きを見せなかった。しかも、
輿石東民主党幹事長が「（9 月の民主党代表選挙や同月の自民党総裁選挙で）首相あるいは谷垣
自民党総裁が交代すれば（3 党合意の）効力を失う」「今国会で解散できる状況にはない。（会
期末の）9 月 8 日までに必ずやっておかなければならない法案があり難しい」、と早期解散を否
定する発言を繰り返し、そのため、自民党と公明党がこれに強く反発、両党は早期の解散を求
めて 8 月 28 日、内閣問責決議案を参議院に提出した。その結果、自民党が 7 野党共同提出の
案に同調する形で、8 月 29 日の採決では、三党合意を批判する文案に反発した公明党を除いて
野党の賛成多数で問責決議案が可決・成立した（『朝日新聞』、2012 年 8 月 30 日）。 
このため国会では審議が中断、平成 24 年度予算の財源となる赤字国債を発行する特例公債
法案が成立しないまま 9 月 8 日に会期末を迎えて閉会、年末には国庫財源が不足する状況に陥
ることとなった。そこで民主党は 10 月 29 日、第 181 回臨時国会を召集、特例公債法案の可決
と通常国会で継続審議となった“一票の格差”の是正を目指した。だが、野党側は野田内閣へ
の問責決議案可決を理由に参議院での内閣所信表明演説を拒否するなど、異例の事態となった。
しかし、11 月 13 日、特例公債法案については、民主党、自民党、および公明党 3 党で成立に














と、突如 11 月 16 日という具体的な解散日時を明示、それと引き替えに、安倍総裁に民主党の






よろしいんですね！」と応じたことで、11 月 16 日の解散が事実上決まった。なお、ここでい
う「16 日に選挙をする」は「解散する」の誤りである（『第 181 回国会衆議院会議録 国家基
本政策委員会合同審査会』、第 1 号［平成 24 年 11 月 14 日］）。 
11 月 16 日、政府は午前の閣議で衆議院の解散を閣議決定、午後 3 時 50 分、衆議院が解散、
12 月 16 日の総選挙では、民主党は惨敗、野田首相は退陣する。8 月 8 日の野田首相による“近
いうちに”発言から実に 100 日目のことであった。 
 ②解散断行の実態 
 2013 年 1 月 24 日、『毎日新聞』は野田内閣で官房長官を務めた藤村修の単独インタビュー
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 ―解散日程はいつ決めたのですか？ 
 ◆昨年 11 月 2 日だ。首相公邸でエネルギー問題懇談会をやって、食事の後、岡田克也副総
理と私が残って野田首相と話した。どの時点で、どう解散を打ち出すかというシナリオを考え
た。その日に少し先の道行きを考えないといかんということを 2 週間前から計画していた。 
 ―野田首相は昨年 11 月 14 日、自民党の安倍晋三総裁との党首会談で「16 日に解散する」
と明言しました。 
 ◆11 月 2 日に、そういうシナリオを書いた。あのころ、野田首相と安倍氏が党首討論をやる
という話がかなり出ていたが、その席で「党首討論の場で打ち出したらどうか」という案が浮
上した。討論の場で、ズバッと約束しようということになった。「近いうちの意味はこうだ」と
（「解散表明 12 日前に密議」『毎日新聞』、2013 年 1 月 24 日）。 
  
以上で紹介したように、野田首相は 11 月 2 日の段階で、11 月 14 日に自民党の安倍晋三総


















 最後に、「直近の 2 度の衆院選で私たちは自民、民主両党の圧勝を目のあたりにした。だが、
郵政民営化も政権交代も政治の劇的な前進をもたらしたとは残念ながら言えまい。バラ色の処




『毎日新聞』、2012 年 11 月 17 日）。 
 
４、総選挙の結果と特色 
第 46 回衆院総選挙は、12 月 16 日、投開票が行なわれた。その結果は既述のように、自民
党が単独で衆院の過半数を大きく上回る、294 議席を獲得して政権奪還に成功した。連立を組
む公明党は 31 議席を獲得、両党合わせて参議院で否決された法案の再可決が可能な三分の二
にあたる 320 議席を超える 325 議席となった。一方、民主党は 57 議席と 60 議席にも届かな
い壊滅的敗北を喫し、三年三ヶ月でもって政権の座を退くことになった。なお、第三極勢力で
は、日本維新の党が 54 議席獲得、第三党に進出した。その他の党の議席は、みんなの党が 18
議席、未来の党が 9 議席、共産党が 8 議席、社民党が 2 議席、新党大地が 1 議席、国民新党が














を重く受け止め、民主党代表を辞任する」と、表明した（「自公 320 超 安倍政権」『毎日新聞』、
2012 年 11 月 17 日）。なお、投票率の方は、小選挙区が 59.32％，比例代表が 59.64％で、前
回の 69.28％、69.27％から各々10 ポイントも下がった。 
『共同通信社』は 11 月 16 日、全国の投票所で衆院選の出口調査を実施した（回答総数：30
万 5,605 人）。出口調査によれば、民主党は支持層の離反を最小減に食い止めた一方、無党派
－ 39 － 
層が自民党や「第三極」に流れるなど、自民党を政権に復帰させた投票行動が明らかにされた。 
 出口調査において「支持政党なし」と答えた無党派層は 13.9％、その中で比例代表において






比例代表では、民主党が同党支持層の 81.9％を獲得。前回の平成 21 年衆院選（81.6％）と
同レベルで、支持層の離反を極力防いだ点が窺われる。一方、自民党は同党支持層の 81.0％を
固め、53.7％しか獲得できなかった前回から支持基盤を回復した、といえる。 
 公明党支持層は、300 小選挙区の平均で 64.0％が自民党候補者に投票、67.7％だった前回衆
院選並みで自公の選挙協力が定着していることを示した。 
 選挙区において、民主・自民両党、比例代表で維新に投票したのはそれぞれ 13.6％と 12.8％
で、維新は選挙区で公明党に投票した層からも 26.6％を集めた。選挙区、比例代表とも一致し
て同じ党に投票したのも維新の 68.4％がトップで大きな求心力をうかがわせた。 
 民主党は男性の支持が 14.8％、女性支持が 15.1％と大差はない。これに対して、自民党は男
性の支持が 32.2％、女性の支持が 26.4％と、男性の支持者の方が多い。また、年代別では、自















出典：『毎日新聞』、2012 年 12 月 17 日から再構成 
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～13.9％の支持を集め、この年代ではいずれも民主党を上回った（「無党派層は民主離反」『毎
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を経過して日本政治に見えてくるのは、「どの政党が与党でも政策に変わりないという新しい
“リアリズム”」に他ならない（藤原帰一「時事小言：違いの見えない政党 －現実追随に染ま




 2008 年 11 月の米国大統領選挙では、白人に代わって、いわゆる「黒人」が初めて大統領に
当選して大きな衝撃が走った。政権は保守的な共和党からリベラルな民主党に代わり、連邦議
会でも民主党が上下両院で多数派を占め、米国政治は「新しい段階」に入った。 
















 これに対して、日本の場合、民主党は 2009 年に初めて政権の座に就いたばかりで、「統治（ガ
バナリティ）」の経験がなく、それが大きな欠陥となった。野田内閣の支持率は発足時には 50％
を超えていたものの、最後は 20％を切る始末で、それが総選挙の結果にもろに反映された、と
いってよい。確かに、民主党が全ての面で経験不足であったことは否めず、わが国で本格的な
「二大政党制」が定着するには今少し時間が必要である、と思われる。 
